
 

 

 

 

 

フォーラム青森定期総会開催！ 

解散総選挙を全力で闘い、護憲・脱原発へ前進することを誓い合いました 
 フォーラム青森第 3 回総会は 3 月 2 日、青森市のア

ピオあおもりに役員、代議員合わせて 25 名が県内か

ら参加し、開催されました。総会は藤田誠代表（青森

市議）のあいさつに続き、来賓として駆けつけた田名

部匡代参議院議員（立憲民主党青森県連代表）が現下

の国会情勢報告をベースに政倫審のまやかしや新年度

予算案の問題点などを述べました。続いて中央フォー

ラムより中川直人事務局長が列席、去る２月 23 日に

開催された中央本部の定期総会の議論経過などを報告

しました。この中では立憲民主党の運営や活動におけ

るフォーラムの存在が一定の重みを持つようになりつ

つある状況が報告されました。 

 一方、総会論議の中では会員の拡大が思うように進

まず、財政的にもかなり厳しい現状などが報告され、

一層の組織拡大が急務であることなどを確認しました。

議案は満場一致で採択されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《総会で確認された具体的な取り組み方針（抜粋）》 
①反原発の取り組み  

 「４・９反核燃の日」全国集会は新型コロナウイル

スが５類に分類されたことから従来どおりの開催にな

る。この運動は日本の原子力政策の転換を求めるもの

であり、核燃料再処理施設の廃止を求める運動は原発

ゼロ政策とともに重要な運動であることから反核実行

委員会に結集して取り組みます。 

②護憲の取り組み 

 憲法改正に前のめりな「維新の会」が地方を含めて

勢力を伸ばしている。また、岸田政権はこれまでの政

権と同様に憲法改正に意欲的だ。この状況を踏まえ、

引続き平和憲法を守る取り組みに積極的に参加する。 

③各種団体との連携 

 青森県反核実行委員会、原水禁青森県民会議、憲法

を守る青森県民の会にはフォーラム青森から役員を派

遣して取り組みます。また、青森県９条の会、大間原

発反対地主の会などの団体とも連携して取り組みます。

また、ロシアのウクライナ侵攻、イスラエルとハマス

の戦争に抗議する諸行動については関係団体と連携し

て取り組みます。 

④フォーラム青森の今後のあり方 

 これまで、立憲民主党に移行した党員と社民党を離

党した会員、さらに新たに入会した会員で構成してい

ますが、会員拡大が目標通り進まず、各支部の運営

費・共闘組織分担金・事務局維持費など支出額を削減

できない状態に陥っています。このため、財政難が大

きな課題となっています。一方で､立憲民主党青森県

連合との事務局レベル協議は順調に行われています。

また、立憲県連合幹事会においても組織運営や党員に

開示すべき活動などについて意見反映してきました。

これに対して立憲青森県連合は真摯に対応する姿勢に

あり、私たちとの関係は良好な状況にあります。しか

し、選挙対応は相変わらず候補者の後援会頼みから脱

却出来ず、党員や労働組合の応援を得た選挙活動は極

めて限定的です。これでは、党勢拡大も中々進まない

のではないでしようか。私たちは、フォーラム青森と

いう組織だけで問題を共有しても根本的な解決・改善

に繋がらないのではないでしょうか。反核・平和、護

憲、反原発運動などに参加するための組織としてフォ

ーラム青森を創設した意義を維持しつつも立憲民主党

青森県連合に融合する時期を模索する必要もあるので

ないかと思います。 
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『弊社は再処理事業の必要性について意見をいう立場にはない』 
～リサイクル燃料貯蔵㈱、自らの事業に矜持がないのでしょうか～「中間貯蔵の会」の質問に回答 

「核の中間貯蔵はいらない！下

北の会」（野坂庸子代表）は２月

13 日、野坂代表以下５名がリサイ

クル燃料貯蔵㈱を訪れ 18項目に亘

る質問状を提出しました。リサイ

クル燃料貯蔵㈱側は地域交流部副

部長以下２名が対応し、およそ１

時間程度、質問趣旨についてやり

取りを行いました。 

 やり取りの中で事業者側は一貫

して「当社の業務は親会社からの

預かりものを一定期間保管するだ

けである」として搬出先はもとよ

り保管の必要性などについては一

切、表明することはありませんで

した。まさに同社の自らの事業に

矜持も誇りも感じられません。 

 操業開始に向けた安全協定につ

いては現時点では立地協定当事者

(青森県、むつ市、事業者)間で行

う予定であり、隣接する自治体(東

通村、風間浦村など)とは当該自治

体が希望すれば検討することにな

るだろうと述べました。 

また、使用済み核燃料税のむつ

市との正式合意には現時点では至

っていないことや県との税協議も

当然出てくると想定していること

などが述べられました。安全協定

締結前の住民説明会は実施すると

述べています。 

しかし、能登半島地震を踏まえ

た海底活断層問題等の再検証など

は国や原子力規制委員会から特段 

の指示がない限り特に実施する予

定はないとのことです。 

 交渉を終えたあと、２月末に正

式な文書回答を受理したため、同

会ではあらためて文書を再点検の

上、今後の対応を検討することと

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申入書を手交する野坂代表 

申入書内容と回答内容（概要） 
質問：50 年後の搬出先が不明確なままでの使用済み核

燃料の貯蔵開始について貴職の考えを伺う。 

回答：貯蔵後の燃料については、東京電力及び日本原

子力発電により、適切に再処理されるものと認識して

いる、使用済核燃料の再処理事業(第 2 再処理工場)の

必要性については、弊社は意見をいう立場にない。 

質問：使用済み核燃料の再処理事業の必要性について

貴職の判断を伺う。 

回答：使用済核燃料の再処理事業の必要性については、

弊社は意見をいう立場になく、回答は控える。 

質問：現在のエネルギー環境下で使用済み核燃料を原

発施設から搬出する必要性についてどう考えるか。 

回答：日本におけるエネルギー資源の 9 割を海外に依

存しており、エネルギー供給の安定性を確保する観点

から、二酸化炭素を排出しない原子力発電は、優れた

発電方法の一つであると認識しており、そういった意

味で、エネルギー供給構造が脆弱な日本では、特定の

エネルギーに依存せず、エネルギーの資源の多様性を

確保しておくことが重要と考える。 

質問：現在、貴職が搬入を予定する柏崎刈羽原発、東

海・敦賀原発は両社とも再稼働のスケジュールは未定

であり、様々なリスクを冒してまで直ちに搬出する必

要性は見当たらないのではないか。 

回答：弊社は親会社の使用済燃料の搬出計画について、

意見を申し上げる立場にない。 

質問：電事連の池辺会長は様々な場面で「むつ施設の

共用化」を発信し続けている、これではいかに貴職が

共用化を否定しても貴社を含めた電力業界のトップが

このような姿勢を持ち続けるのであれば、全く信用で

きない、このことについて電事連サイドや親会社へど

のような姿勢で臨んでいるのか。 

回答：2020 年 12 月 17 日に、電事連として、地元の

ご理解が得られたら RFS の共同利用の検討に着手した

いという意向を固めた段階と認識しており、現時点で

それ以上決まったものはなく、そういう意味では、検

討のスタートラインにもついていないと考えている。 

質問：過日の能登半島大地震を見るならば、本施設を

含め、下北半島の原子力施設の地震動評価や避難計画

について抜本的な見直しが求められるのではないか、

能登半島地震では、海底活断層を短く切り縮める過小

評価が行われたと活断層学会の会長が問題提起を行っ

ている、下北半島の周りの海域には、長大な活断層が

存在することが変動地形学者により指摘されているが、

当該施設を含む原子力施設の地震動評価では、これが

採用されなかった、こうしたことを踏まえ活断層の再

評価が重要と判断するが貴職の見解を伺う、地震など

と複合して原子力施設の重大事故が発生した場合、能

登半島同様、下北半島でもその場に取り残されて避難

ができず、被ばくを余儀なくされ、医療が届かず、生

活物資すら届かない恐れもある、避難計画の抜本的な

見直しを施設稼働前にあらためて点検する必要がある

のではないか。 

回答：能登半島地震の評価については、今後国や研究

機関で調査・研究が進められると承知している、当社

としては、これらの知見を注視していくこととしてお

り、今回の地震発生メカニズム等の調査・研究結果を

踏まえ、現在の耐震安全性評価に取り入れるべき新た

な知見が確認された場合は、適切に反映していく。 



質問：貴職は東通原発オフサイトセンターとの共用と

いう形で対処するとしているが、ひとたび災害が発生

すれば同一カ所からの指示命令が果たして現実的なの

か疑問である、操業開始前に独自のセンターを設置す

ることは最低限の地域住民への義務ではないか。 

回答：オフサイトセンターの設置については、内閣府

原子力防災担当が「原子力災害対策特別措置法に基づ

く緊急事態応急対策等拠点施設等に関する内閣府令」

に基づき、適切に対応するものと認識している。 

質問：そもそも安全協定という性格からも貯蔵期間終

了時の搬出先が明確かつ現実的に可能な方策を盛り込

まなければ、『安全』という判断には立ち得ず、この

点をスルーした内容では納得できるものではない。 

回答：弊社が原子力規制委員会からの事業変更許可を

受けた事業内容にて、「使用済燃料貯蔵施設で貯蔵さ

れた使用済燃料集合体は、再処理を行い、使用済燃料

貯蔵契約に基づき確実に契約先に返還する」とされて

いることから、法律を根拠とした事業許可において、

弊社からの燃料の確実な搬出が規定されている、安全

協定については、担当者間で事務的な調整を行ってい

るところだ。 

質問：安全協定前に全市内及び隣接自治体を含めたき

め細やかな説明会が絶対必要であるが、その概要をお

知らせ願いたい。 

回答：説明会につきましては、現時点で決まったもの

はないが、地域の皆さまのご理解が大事であるとの考

えのもと、検討してまいりたい。 

質問：安全協定は立地当事者 4 者で行う手筈かと思う

が、施設が隣接する東通村、風間浦村との協定も必要

とではないか。 

回答：現時点で決まったものはなく、隣接町村との安

全協定締結については、弊社は言及する立場にない。 

質問：立地協定では保管期限を 30〜50 年となってい

るが、期限終了後には貴職の権限で本施設からの確実

な搬出を確約できるのか。 

回答：2005 年 10 月 19 日付にて青森県、むつ市、東

京電力 HD、日本原子力発電の 4 社で締結した「使用

済燃料中間貯蔵施設に関する協定書」において、使用

済燃料の貯蔵期間は 50 年間とすること及び使用済燃

料は、貯蔵機関の終了までに貯蔵施設から搬出するこ

とが明記されており、弊社はその内容を遵守する。な

お、弊社の事業は、使用済燃料が再処理されるまでの

間、一時貯蔵・管理することであり、貯蔵終了後は東

京電力 HD 及び日本原子力発電に引き渡し、両社が国

のサイクル政策に則り、適切に再処理をするものと認

識している。 

質問：能登半島地震により、柏崎刈羽原発の再稼働に

は地域住民の同意はかなり困難だと判断するが、それ

でも様々なリスクを冒して搬出するのか、また、万が

一、搬出作業中の大地震などについてどう考えるか。 

回答：まずは、事業開始に向けて 1 つ 1 つ審査手続き

や安全対策工事に全力で取り組む所存である。搬出計

画については、親会社事情による判断になることから、

弊社からの回答は控える、なお、搬出作業中の大地震

などに対しては、事業許可基準規則等に基づき基準地

震動を策定した上で、当該地震に対して金属キャスク

及び使用済燃料貯蔵建屋の基本的安全機能が損なわれ

ないことを審査において確認されている。また、地震

の影響により、電源が喪失し、クレーンが停止した場

合、電気的にブレーキが働き、吊荷は落下せず、クレ

ーン本体は、各種のストッパー及び脱落防止設備を取

付けており、落下しない構造である。 

質問：むつ市条例で制定された使用済み核燃料税につ

いて貴職は現時点で正式な合意に達していないのでは

ないか、また、青森県との同様の協議の進展はどうな

っているのか。 

回答：依然、東京電力 HD から搬出計画が示されてお

らず、当社として本税が経営に与える影響を見極める

ことができない状況ではあるが、既に総務大臣同意が

なされていることを踏まえ、適切に判断•対応してい

く。また、むつ市以外の行政組織等とは、協議・相談

はしておらず、青森県からのアクションはない。 

質問：もし、搬入が具体的に決まった場合、その具体

的な日時や搬入経路などは市民に通告はあるのか。 

回答：輸送情報は、核物質防護の観点から非公開とさ

れており、市民へ事前に通知することはできない。 

質問：現在、貴職の従業員は総計で 80 名程度と把握

しているが、操業開始によって人員が増加することな

どが発生するのか、また、現在の従業員の地元雇用者

や親会社出向者の比率はどうなっているのか。 

回答：事業開始後も現時点と同程度である、社員数に

占める出向者の割合は 6 割で、青森県内出身者は 3 割

強となる。 

質問：原子力規制委員会で審査の大筋終了が報じられ

た際の当時の更田委員長が危惧していたキャスクの耐

用年数切れによる入れ替えやキャスクの破損事態など

について具体的な対応策はどうなっているのか。 

回答：キャスクを弊社で貯蔵できるのは、50 年間にな

るが60年間利用しても問題ないように設計している、

貯蔵建屋の一部が損傷することにより、鉄骨がキャス

クへ落下することを想定し、外部への放射性物質の放

出による影響について評価を実施しているが、鉄骨が

キャスクへ落下する衝撃により密封機能に影響が出る

ことはなく、閉じ込め機能は維持される、また漏洩す

ると仮定して評価した場合であっても、線量の上昇は

ほとんどない。 



むつ市議会第 259 回定例会、一般質問終了(２月 29 日～３月４日)15 名が登壇 

～能登半島地震を踏まえた災害対策や中間貯蔵施設問題が多数出されました～ 
むつ市議会第 259 回定例会は 2 月 19 日より 3 月

15 日の日程で開催されています。今回の議会では新年

度予算の確定、すでに退任が決まっている副市長の選

任などの重要課題が山積しています。一般質問は２月

29 日、３月３、４日の３日間に 15 名の議員が登壇し

ました。 

杉浦弘樹議員（立憲民主）は中間貯蔵施設稼働に関

わる安全協定締結以前に中身のある住民説明会の開催

を求めながら、能登半島地震を踏まえた避難計画の見

直しや海底活断層の再評価にもキチンとむつ市が関わ

っていくことを強く求めました。また、町村合併後の

閉塞し続ける脇野沢地区の観光事業の充実を求めまし

た。この中でフェリー発着地点付近の「脇野沢流通セ

ンター」「マリンハウス脇野沢（休業中）」、脇野沢

野猿公苑付近の「道の駅たらの里」をトータルしたリ

ニュアール、再整備を強く求めました。また宿野部、

蠣崎付近の国道を大型バス通行に向けた拡幅を求めま

した。 これらに対して当局側は地元の声や若年層の

意見などを集約しながら前向きに取り組む姿勢を示し

ました。 

他には離島航路指定を受けていながら運航休止して

ているシィラインの復活などへの努力を求めました。 

また、工藤祥子議員（共産）は中間貯蔵施設稼働と

搬出先予定の再処理工場の本格稼働が絶望的であるこ

ととの整合性を強く求め、拙速な施設稼働を止めるよ

う要望しましたが中間貯蔵事業と再処理工程までは相

当の時間差があるため、整合性は求めないとしていま

す。佐藤武議員（共産）は教員の過重労働改善へのむ

つ市としての方策を求め、市側は県内では初事業であ

るが、新年度から特別非常勤講師の導入などを表明し

ました。高橋征志議員（無会派）は自衛隊募集に関わ

る名簿提供業務や教育現場での校則の見直しや指定用

度品の基準などを質しました。自衛隊募集名簿提供は

本人希望を尊重し強制しないと答弁がありました。ま

た校則についても生徒の自主的意思が反映できる場の

設定について一層努力することが表明されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                     3/5 東奥日報 

中間貯蔵施設に関わる今日までのむつ市に対する交付金概要が報告されました 
一般質問では中村正志議員（自民）が中間貯蔵施設

等に関わるいわゆる原子力関連交付金の今日までの実

績について報告を求めました。これによれば、その概

要は右の通りです。また今後の増額見込みなども質し

ましたが、まだ不明確な部分もあるとのことです。と

りわけ青森県からの核燃料税交付金が全体的に引き上

げになることや中間貯蔵施設関連交付金が“準備段階”

から“運用段階”に変わることにより交付基準も変わっ

てくることが想定されるとしています。なお、これま

での主な使途は次の通りです。 

・保育所、消防職員、むつ病院看護師等の人件費 

・ウィルネスパーク指定管理料 

・一般廃棄物の収集運搬料 

・下北広域事務組合塵芥処理負担金 

・釜臥山スキー場整備事業 

・消防団装備整備事業 

 

 

 

 

 

 

2001年度から 2022年度で約 262億円 
・電源立地地域等初期対策交付金 24 億６千万円 

・電源立地地域等促進対策交付金 14 億７千万円 

・核燃料サイクル施設交付金 179 億９千万円 

・同中間貯蔵初期段階交付金 １億３千万円 

・県核燃物資取扱税交付金 32 億円 

・原発等施設立地地域基盤事業整備交付金 10 億円 

一般質問中の杉浦議員 



                                          ←佐藤武議員の質問から 
                                         3/1 デーリー東北 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                  ↓高橋征志議員の質問から        

3/5 デーリー東北 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

副市長人事、市議会各派代表者会議へ提起 
6 日の定例議会へ人事案件提案 

15 日議会最終日に採択予定 

【編集後記】今月は市議会、県議会と言い中間貯蔵問題

が取り上げられ、紙面にまとめきれませんでした。RFS

社への要請面会は昨年 12 月から申し入れていたものがよ

うやく実現したものの、案の定、自らを倉庫業であり、

それ以外のことについて答えられないとの回答に終始し

ていました。能登半島地震を踏まえた教訓は市議会でも

議論になったものの避難計画や活断層の再検証には消極

的で、国からの指示がない限り特別な対応は考えていな

いようです。他にも県レベルでの給食費無料化、下北縦

貫道見通しなど、いずれも増額した核燃料税が大きな原

資のようです。ますます原子力マネー依存度が高まる故

郷の姿には麻薬漬けになってしまうのでしょうか。 

写
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★県議会でも多くの中間貯
蔵施設に関わる課題が論議
されています。 
 いよいよむつ中間貯蔵の稼働が

現実の課題として近づいてきたこ

とが実感されます。 

 とりわけ、県のエネルギー総合

対策局長が「むつ施設からの搬出

が海外再処理もありうる」と発言

しました。裏返せば県当局も六ヶ

所再処理や第２再処理工場が絶望

的なことを暗に認めていることに

他なりません。 

また、青森県が他の核燃施設同

様に核燃料税の賦課に 

ついて、タイムリミッ 

トが迫っており、この 

ままではむつ市の核燃 

料税の合意にも支障を 

期することを懸念した 

地元出身議員の発言と 

思われます。現に RFS 

社もその行方に不安を 

感じているようです。 

 オフサイトセンター 

も操業開始前にきちん 

とした対応が当然のこ 

ととして求められます。 

ます 

た 

 



PFAS(ピーファス)汚染米軍基地周辺で深刻な問題になっています 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
砂鉄採取 

発がん性が指摘される有機

フッ素化合物(総称 PFAS)が

日本国内の米軍基地周辺で検

出され、住民生活への影響が

懸念されています。本県では

三沢基地でも 22 年に確認さ

れています。 

アメリカ本国でも問題は広

がり、アメリカ政府は国内向

けに規制を強め、大規模な対

策予算を投じています。しか

し、日本国内では対策に積極

的と言えず、住民は不信感を

強めています。 

とりわけ沖縄県では深刻な

問題となり、自治体負担で対

応を余儀なくされています。 

調査に応じないアメリカ側、対策費は地元負担 

アメリカ本土では規制強化、大規模な予算を計上し、該当施設も次々と廃止に！ 

 この記事は 2 月 6

日付朝日新聞記事を

ダイジェストしたもの

です。 



下北の砂鉄考（宮本常一著「下北半島」より） 

下北は本州の北の端。そこに人が住んだのは、住むだ

けの条件があったからである。その一つに砂鉄がある。

下北の鉄は多く砂丘の砂の中に混じっている。 

田名部から北および東へかけての丘陵地帯や、東通村の

丘陵地帯は砂によってできているものが少なくないが、

その砂には多量の鉄が含まれている。この鉄にはチタン

が多い。チタンは高熱でも溶けにくい。それでジェット

機のような高速度で飛ぶ飛行機の機体をつくる金属に加

える。この砂鉄製錬を目的としむつ市に大きな製鉄所の

設置が計画されたわけである。 

田名部の北、関根納屋付近には、その砂鉄を採って

いるところがたくさんある。砂丘をブルドーザやパワー

ショベルで崩していく。あるいはまた、ホースで水を吹

付けて崩す。砂は容易に流れていくが、砂鉄は重いから

下にたまる。その砂鉄をさらに磁石を利用して選鉱すれ

ば、鉄は吸収されていくが、鉄以外のものは残される。

このように

して砂丘は

次々に切り

崩されてい

く。砂丘地

帯はこのよ

うにして少

しずつ姿を

加えて荒涼

たる風景を

見るところが多い。 

日本の鉄はこうした砂の中の鉄分を採って製錬したも

のが多い。下北だけでなく、中国地方の山中なども同様

であり、また海岸の各地で採鉄している。現在では下北

ばかりでなく、鹿児島県種子島などでも行なっている。 

下北の鉄はずいぶん古くから採掘されていた。それを

地元で精錬して出荷した。ただし、製錬所は南部藩の直

営であった。東北地方で鉄の出るところは少なかったか

ら、おそらく下北の鉄が江戸時代の終り頃までは多く使

われたのではないかと思われる。 

古い鉄山は東通村に多かったようで、砂子又の冷水沢

や野牛の鉄山は知られていた。また大畑町の釣屋浜でも

砂鉄を古くから採っていた。技術がどこからきたかは明

らかでない。仙台藩のたたら（古来の製鉄方法）はキリ

シタンたちのもたらしたものであるが、下北の製錬技術

はそれ以前から存在していたと思われる。 

というのは、八戸市小田八幡の天文23年（1554年）の

棟扎に「釘鉄従田名部出」の文字があるという。ポルト

ガル船が種子島に漂着して鉄砲を伝えたのが、天文 12

（1543 年）８月であり、フランシスコ・ザビエルが鹿児

島に来たのは、天文 18 年であった。その頃から西欧文化

が日本にもたらされるのだが、それから数年で西欧の技

術が東北地方にもたらされたとは考えられない。 

中国地万の鉄は中世には刀剣を作るのにずいぶん多く用

いられ、しかもその刀剣が多量に中国に輸出された記録

を残しているが、下北の鉄で刀剣を作ったという記録は

今日まで見当たらぬ。主として釘のようなものに利用さ

れていた。しかし鉄を産出するということは有利であっ

たし、北国ではあったがかなり高い文化が、鉄の産出に

ともなって存在したのではないかと思うが、明らかでは

ない。（宮本常一：民俗学者：「私の日本地図」1964 年

の紀行文より） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●かつての砂鉄事業最盛期は？ 

日本特殊鋼管㈱という会社が昭和 13 年(1938 年)

に、大湊に工場を建設、大規模に砂鉄精錬を行っていた

が、太平洋戦争のために５年で創業を中止。かつては

18 万坪の敷地に工場の建物 30 棟、6100 坪の工事に着

手し職員 110 名、職工 300 名、常雇夫 100 名、臨時

工 300 名の合計 800 名で創業していた時もありまし

た。 

シリーズ・歴史を紐解く⑮ 

東通村稲崎海岸 砂鉄含有地 

沈澱した砂鉄を集める  砂鉄と小石などを区分 

●砂鉄はどうしてできるの？ 

砂鉄は、おもに磁鉄鉱（じてっこう）とよばれる鉱物か

らできています。磁鉄鉱は、火山の溶岩が固まってできた

岩石の中に入っています。この岩石が長い時間をかけて、

風化・浸食されると、岩石の中にあった磁鉄鉱も小さくな

ります。小さくなって磁鉄鉱は、雨水で流され、川から海

へと運ばれていきます。やがて、波の力で砂浜に運ばれ

て、打ち上げられます。こうして砂鉄ができます。 

●砂鉄はどこからきたの？ 

砂鉄は火山の溶岩の中に含まれていますから、下北半島

の火山を探してみましょう。下北半島北海岸に近い火山と

しては、恐山やむつ燧岳（ひうちだけ）があります。です

から、これらの火山から噴出したものが多いと考えられま

す。海の中を北海道や八甲田などの遠くの火山の砂鉄が運

ばれてきたのかも知れませんが、近くの火山のものが多い

と考えるのが一般的ではないでしょうか。どこの火山から

噴出したのかは、目で見ただけではよくわかりません。 
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